
3.市民の生活と横浜の経済

＜あらまし＞

昭和38年から40年にかけての日本経済は不況に直面

し，政府は不況対策，国際競争力強化，輸出拡大の

安定成長，社会開発の政策路線をうちだした。経済

の不況と政府施策はさまざまに交錯して横浜の経済

に多くの影響を与えている。

たとえば，勤労所得と法人所得は,37年から39年に

かけて伸びなやんだが，こうした傾向は，まさに景

気後退の様相が市民の所得にも直接，間接に影響を

与えたことを示すものである。とくに不況期におい

て個人所得の伸び率が鈍っているにもかかわらず，

消費者物価指数が上昇しているため，実質的所得の

伸びは一層低下したことも，この期の特徴的現象で

ある。

工業は，大企業が不況期にもかかわらず発展してお

り，重化学工業の比重がいちだんと高くなった。賃

金格差は解消しつつあるが，大工業と中小工業の間

には依然として格差が目につく。

商業では，卸，小売業は着実に伸長しているが，販

売高は相対的に減少した。サービス業は，立地分布

と人口分布のアンバランスがつづいている。

貿易では，対米貿易のかたよりはつづいているが，

対アジア貿易は着実に進んだ。輸出品では工業製品

が，輸入品では重化学工業の原料品が多くなってい

る。農業では，兼業農家が増大し，耕地面積が減少

して工場敷地・宅地化の傾向がめだって進んできて

いる。

市民が，どんな職業についているかをみてみよう。

これは横浜市の経済構造をしるりえでもきわめて大

切なことである。昭和40年10月１日の国勢調査によ

ると，家庭の主婦や学生や病人，失業者等を除く15

才以上の就業者は，総数で84万6,648人である。国

勢調査時のm浜市の総人口は178万8,916人であるか

ら，15才以上のいわゆる生産年令人口は全人口の約

47％にあたる。これは，昭和35年の国勢調査と比較

すると，総人口は，当時137万5,710人であるから，

人目で約41万３千人の増加，就業者は当時約90万４

千人であるから約16万２千人増加したことになる。

とくに総人口は，この５年間に41万３千人の増加で

あるから，1年間に約８万２千人も増加していると

いうことである。

昭和40年では，もっとも多いのが建設・製造業に働

く人々で37万3,937人（構成比44.3％）であり，つい

で多いのが卸売・小売業で17万2,886人（20.4％）,

以下サービス業11万9,711人（14.1％）,運輸通信電

気ガス水道業９万6,000人（11.3％）,農林漁業２万

4,446人（2.9％）,その他の産業５万9,408人となっ

ている（表1-3-1）。昭和35年と比較してみると，製

造業の増加率が一番高く，ついで卸・小売業，運輸

・通信業，サービス業の増加が目立っている。これ

らの職業に対して，農林業はいちじるしく減少し

た。ここではっきりいえることは，横浜市のエ業化

の進行がすすんでいるということである。また，こ

の５年間に人口の増加率は６大都市中，最高といわ

れるが，それは製造業を中心に，人口を吸収してい

＜就業者人口は約84万７千人に増加＞ 横浜

1 市民の職業，労働力状態
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るばかりでなく，東京都，川崎市のベッドタウン化

の傾向にあるという点である。

産業を第１次産業(農・林・漁業)，第２次産業(鉱

・建設・製造業)，第３次産業(卸小売・金融保険・

不動産・運輸通信・電気ガス水道・サービス業・公

務)に分けて就業者の構成比を全市および区別にみ

ると，勤労者の大部分が第２次，第３次産業に従事

していることと，鶴見区は工業地域として，中区は

商業地域としての特色が目立っていることが特徴的

である。また港北区，保土ヶ谷区，戸塚区において

は農業人口の割合が低下したが，これは第2次・３

次産業に働く人びとが多くなってきたからであろ

う。

＜就業者数のトップは鶴見区＞………　40年の就業

構造基本調査報告によると，就業者総数75万６千人

のうち，男子は55万８千人，女子は19万８千人であ

る。男子は，主として製造業（21万９千人）に従事

し，ついで運輸通信電気ガス水道業で８万６千人，

卸・小売業８万５千人，サービス業６万６千人，建

設業４万２千人,公務が２万１千人となっている（表

1-3-2,表1-3-3）。これにたいして女子は就業者総

数19万８千人のうち，もっとも多いのが卸・小売業

■表1－3－1（その1）15才以上就業者の区別従業上の地位
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　（5万４千人）であり，ついで製造業５万人，サー

ビス業３万８千人となり，そして以下運輸，通信，

電気，ガス，水道業，農林業，公務，建設業の順で

ある。こうした就業者がどのような仕事をしている

かをみると，男子は技能工，生産工程従事者，単純

労働者が多く，いわゆる生産労働者が中心である。

つぎに専門的技術的職業従事者，管理的職業従事

者,事務従事者という順になっている。女子では，事

務従事者，技能工，生産工程従事者，販売従事者，

サービス職業従事者が多くみられ，最近ではサービ

ス職業従事者が比率において高くなってきている。

男子では，専門的技術的職業従事者，管理的職業従

事者，事務従事者などいわゆるホワイト・カラー層

の率も多くなっている。この点は，新中間居の居

住地という性格を現わしていることと結びついてい

る。

つぎに市内各区の15才以上就業者の地位，産業従事

者数，職業をみてみよう。15才以上の就業者のもっ

とも多い地区は，鶴見区12万6,958人，ついで南区

11万7,039人，港北区10万1,111人，戸塚区９万8,0

18人，保土ヶ谷区９万7,643人，神奈川区９万2,077

人で，以下中区，西区，磯子区，金沢区の順になっ



ている。横浜市の就業者を従業上の地位からみる

と，雇用者がもっとも多く,71万7,636人であり，

約84％を占め，昭和35年の国勢調査における72％か

らみると，かなり比重が高くなっている。とくに鶴

見区に多く，11万488人で，ついで，港北区，保土

ヶ谷区，戸塚区，神奈川区の順になり，就業者の84

％が賃金生活者であることをしめしている。自性業

主は７万6,994人であり，南区，港北区，鶴見区な

どの順になっている。また家族従業者は５万761人

で, 35年と比較すると約１万1,000人もふえ，港北

■表1－3－1（その2）15才以上就業者の区別産業業種

区，南区，鶴見区の順になっている。

＜市民の８割が賃金給与生活者＞ また横浜

■表１－３－１（その3）15才以上就業者の区別職喋
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市の世帯主の産業上の地位をみると，世帯の８割以

上が賃金・俸給生活者である。自営業世帯主数は，

商店今中小工場の多い南区が最高で3,238世帯とな

り，ついで鶴見区，保土ヶ谷区，神奈川区などの順

になっている。

つぎに，人目の流動性についてみよう。農村では，

働いているところと住んでいるところが大体同じで

あるから，夜間人口と昼間人口とでは大体同じとい



うことになる。ところが横浜市などの大都市では，

住んでいるところと仕事しているところが離れてい

るのが大部分である。それは，京浜工業地帯などの

工場地帯にある衛星都市に住む人びとは，通勤にた

より，したがってラッシュ・アワーの混雑ぶりが生

まれる。そこで，大都市の人口の動きを、昼間人口

と夜間人口とに分けてみることは，交通対策上，都

市計画上重要な課題となるのである。

昭和40年の国勢調査によって推計してみると，市内

に常住している人口すなわち夜間人口は178万8,796

人で，同昼聞人口は167万6,393人で，昼夜間人口差

は11万2,403人である。これは35年の14万54人より

少ない。流出人口の過半数の行く先は東京であり，

千代田区，中央区，港区の都心区のビジネス・セン

■表1－3－2　就業状態，産業大分類，従業上の地位別

　　　　　　　有業者数　　　　　　　　　　（単位千人）

クーヘの通勤者である。

39年の「市民生活白書」でも指摘したように，市内

から東京の都心部へ多くの人が通勤している。とく

に，鶴見区，神奈川区の居住者が多く，鶴見区から

東京に通勤している人々を産業別にみると、65％が

製造業，建設業であって，サービス業，金融保険

業，公務は合計しても20％にみたない。また保土ヶ

谷区，港北区，戸塚区における人口増加は急速であ

るが，増加した分の60％は東京への通勤者である。

それも都心３区への流出である。つまり東京のビジ

ネス・センタ-へ通勤するものが多い。したがっ

て，人口増加区域は，東京のベッドタウン化の傾向

にある。

■表1－3－3　就業状態，農非農，従業上の地位，従業状

　況別有業者数　　　　　　　　　　　　　　　（単位千人）
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浜市民の所得水準はどのくらいか，また市民の所得

状態はどうなっているかをみてみよう。まず市民所

得とはなにかという点についてみよう。市内で生産

された純生産物の価値は，市民ばかりでなく，市外

の人が市内企業に提供した生産要素の部分を含み，

反対に市民が市外企業に提供した生産諸要素の部分

は含んでいない。ふつうこれを市内所得とよんでい

る。市民所得は，この市内所得から市外の人の賃

金，利子，利潤などを控除し，市民が市外から得た

賃金，利子，利潤などを加えたものである。このこ

とは支出についても同じことがいえる。昭和39年中

の市民分配所得は，総額にして、5,565億円で，昭

和38年の市民所得総額にたいして17.8％,すなわち

839億円増加した。また、39年の「市民生活白書」

では36年の統計が使用されており，それによると36

年の市民分配所得総額は3,165億円であるから，こ

の３年間に，総額にして1,400億円増加したことに

なる。

39年の横浜の市民所得は，県民所得の44.7％をし

め，さらに国民所得の2.8％に相当している。６大

都市のなかでは，対全国比からみて，横浜の市民所

得の規模は第４位にあたる。またさきにのべたよう

■図1－3－1　市民所得、県民所得、国民所得増加率の比較

に、39年の市民分配所得は38年より17.8％増加して

いるが，この増加率は，横浜市で所得推計を実施し

た昭和34年以降最低のものであり，岩戸景気とよば

れた昭和36年当時の28.8％にくらべると、11.0％も

下降している。

これは，分配所得の大部分を占める勤労所得と法人

所得が，高度成長政策の失敗とその矛盾が表面化し

たいわゆる景気後退期にあたり，それぞれ18.9％13

.0％と伸び悩んだためであると考えられる。だが39

年には対38年にくらべて神奈川県および全国の伸び

率が16.6％、13.2％であったところからみると，本

市の経済成長は依然として大幅に伸びていたという

ことができる。それは，毎年人口が４万５千人も増

加し，したがって勤労所得の増加によるものと考え

られる。

昭和39年の市民1人当たりの所得は33万5,900円と

なり，前年の30万100円より、3万5,800円すなわ

ち12.0％の増加となり，昭和36年は22万2,000円で

あるから，この３年間に11万3,900円も増加したこ

とになる。これを県民および国民１人当たりの所得

にくらべると30万3,500円、20万6,900円で各々1.1

倍、1.6倍となり，本市の所得水準はかなり高いこ
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＜市民１人当たりの所得は33万６千円＞　　　　横

② 市民の所得とその階層

市外からの通勤者は鶴見区，中区に多い。市外から

の流入者の35％が京浜工業地帯の中核の一部分をな

す鶴見区に集まる。つぎに多いのは中区であり，そ

の割合は28％である。市外からの通勤者は東京のつ

ぎに川崎，横須賀その他の県内からの流入が目立っ

ている。


